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Changes of the Performance index of Beam-to-Column Connection

and Loading History on literature survey

RYO Chugun, TOSHIAKI Sato, DAIKI Sato

HARUYUKI Kitamura, and TAKUYA Nagae

文献調査に基づく柱梁接合部の評価指標および載荷履歴の変遷

1. はじめに

1995 年に発生した兵庫県南部地震では，多数の鋼構造建物に被

害が生じ，スカラップ底を起点とした梁下端フランジの破断が顕

著に見られた 1)。これを問題視し，その後，柱梁接合部の保有耐

力に関する数多くの実験的検討が進められ，その成果は着実に蓄

積されてきた。既往研究で得られた知見を今後も活用していく上

では，蓄積された実験データを整理し直すことが必要不可欠であ

る。筆者らは，過去に実施された柱梁接合部の載荷実験より，実

験条件・実験結果が明記された文献を調査し，データベースを再

構築した 2)。その結果，柱梁接合部の評価指標および載荷条件は

複数種存在し、偏りの大きな採用状況であることが明らかとなり，

これは，地震被害などの変遷に起因しているものと思われる。

以上を背景に，本報では，作成したデータベースを基に，評価

指標および載荷履歴の変遷を報告する。

2. 調査対象

本報では，柱梁接合部の塑性変形能力評価指標として梁端部の

累積塑性変形倍率に着目する。調査対象は，鉄骨柱梁接合部の実

験結果に累積塑性変形倍率の記載された文献 119 編，試験体数は

966 体である。本報では，部材の終局状態までの累積塑性変形倍

率に着目し，終局後劣化域のエネルギー吸収能力は考慮しない。

図 1 に，年代別の文献数と試験体数を示す。

図1 年代別の文献数と試験体数

図 1 より，1997 年に文献数が著しく上昇していることがわかる。

これは，1995 年の兵庫県南部地震により，柱梁接合部の脆性破壊

被害が顕著に見られたため，この被害を契機に，接合部に関する

研究が盛んに行われたことが推察される。表 1 に，実験データ

ベースの調査項目を示す。同表には，実験計画段階で決定される

実験条件が示してある。表 1 より，試験体の仕様および載荷履歴

の殆どが 9 割以上の記載がある一方で，溶接施工に関する記載は

6 割以下と少ない。これは，日本建築学会「建築工事標準仕様書

JASS6 鉄骨工事 3)」で，溶接施工に関する規定がされているため

であると考えられる。実験条件の組合せは，柱・梁の寸法および

記載状況の悪いダイアフラムの材種・溶接施工の項目を除いた場

合でも，約 1400 万通りと膨大な組合せが存在する。

3. 実験に採用される評価指標および載荷履歴の変遷

累積塑性変形倍率は，履歴特性の評価方法に着目すると，主に，

全履歴曲線評価と骨格曲線評価の 2 種類がある。図 2(a)に示すよ

うに，繰返し応力下の鋼部材の履歴曲線は，部材が初めて経験す

表1 実験データベースの調査項目

(a) 荷重-変形曲線の分解 (b) 骨格曲線部

図2 骨格曲線の生成

る荷重レベルの骨格曲線部，既に経験した荷重レベルのバウシン

ガー部，除荷時の荷重レベルである弾性除荷部に分解でき 3)，骨

格曲線は，図 2(b)のように骨格曲線部を繋ぎ合わせたものである。

式(1)，(2)に示すように，累積塑性変形倍率は算出方法によっても

分類され，回転角（又は変形）に基づく算出方法（梁端部の累積

塑性回転角Piを梁の全塑性モーメント MPに対応する弾性相対回

転角 P で除す）と履歴面積に基づく算出方法（梁端部の累積塑性

歪エネルギーWPをMPとPで除す）がある。

  =Pi / P (1)

  =WP /(MP・P) (2)

載荷履歴は，変位制御の正負交番繰返し載荷と一方向に加力し

続ける単調載荷に大別される。繰返し載荷は，さらに，変位振幅

を徐々に増加させる漸増載荷，一定に保つ一定載荷，変動させる

変動載荷，地震波を入力して振幅を与える振動台載荷に分類でき

る。表 2 に，各種載荷履歴の採用状況を示す。一定載荷後に変位

振幅を変化させる載荷であっても，履歴中の多くを一定載荷履歴

が占めている場合，一定載荷に分類した。表 2 より，採用される
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載荷履歴の殆どは漸増載荷であり，次いで一定載荷となっている。

図 3 に，実験に採用される評価指標および載荷履歴の変遷を示

す。図 3(a)に示す，累積塑性変形倍率の履歴特性の評価方法の変

遷より，1995 年の兵庫県南部地震に着目すると，それ以降で，全

履歴曲線の累積塑性変形倍率と骨格曲線の累積塑性変形倍率の両

方を採用する割合が増加していることが分かる。これは，骨格曲

線が，単調載荷下における部材の荷重－変形曲線と最大耐力に至

るまでほぼ等価 4)であることから，地震荷重のような不規則な外

乱を受ける鋼部材の変形能力を評価する上で適切な指標とされて

いるためであると考えられる。そのため，骨格曲線の累積塑性変

形倍率のみを採用している場合も確認される。図 3(b)に示す，累

積塑性変型倍率の算出方法の変遷においても，1995 年の兵庫県南

部地震発生あたりまでは，履歴面積に基づく算出方法が主流であ

るが，1997 年以降では，回転角に基づく算出方法の割合が増加し

つつある。次に、図 3(c)の載荷履歴の変遷に着目する。

図中に示す標準試験法とは，（独）建築研究所と（社）日本鉄鋼

連盟が推奨する漸増載荷の一種である。表 2 より，漸増載荷の加

力パターンは 35 通りと多いが，図 3(c)より，1994 年に標準試験法

が提案されて以来、1995 年から 2007 年まで，漸増載荷に占める

標準試験法の割合が大きい。その他，一定載荷の採用数が少ない

ことが分かる。これは，1995 年の兵庫県南部地震被害以降，接合

部の脆性破壊に関する研究が盛んに行われたため，鋼部材の疲労

破壊を決定づけるような一定載荷はあまり採用されなかったと考

えられる。

図 3(d)に示す，研究開発プロジェクト「首都直下地震防災・減

災プロジェクト」では，2008 年および 2009 年に長周期地震動に

対する超高層建物の応答性上把握とした，E-ディフェンス震動台

実験が実施された。図 3(c)より，2008 年以降，一定載荷が採用さ

れつつあることが分かる。これは，長周期地震動に対する柱梁接

合部の応答性状を確認するために，梁端部の多数の繰返し変形を

想定した，小振幅の一定載荷実験が行われているためである。さ

らに，東北地方太平洋沖地震発生の翌年には，一定載荷の採用数

が著しく上昇している。

4. まとめ

本報では，作成した鋼構造建物の柱梁接合部データベース 1)を

基に，接合部の評価指標と実験に用いられる載荷履歴の変遷を報

告した。得られた知見を以下に示す。

 溶接施工に関する記載は 6 割以下と少なく，試験体仕様および

載荷履歴に関しては，多くの項目で 9 割以上の記載であった。

 累積塑性変型倍率の履歴特性は，兵庫県南部地震までは，実験

結果の全履歴曲線が主であったが，兵庫県南部地震以降では，

全履歴曲線と骨格曲線の両方を用いる場合が増加した。

 累積塑性変型倍率の算出方法は，兵庫県南部地震あたりまでは，

履歴面積による算出が主であったが，兵庫県南部地震以降では，

回転角による算出が増加した。

 標準試験法が提案されてから 2007 年までは，一定載荷があまり

採用されておらず，標準試験法の採用例が増加している。首都

直下防災・減災プロジェクトが推進されて以来，一定載荷が採

用されつつあり，2011 年の東北地方太平洋沖地震の翌年には、

一定載荷の採用数が特に上昇した。

表2 各種載荷履歴の採用状況

加力パターン 文献数 試験体数

漸増載荷 35 91 711

一定載荷 29 24 182

変動載荷 7 5 23

振動台載荷 1 6 25

1 6 25
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図3 評価指標および載荷履歴の変遷

 実験に採用される載荷履歴および接合部の評価指標は，歴史的

背景に起因し，年代ごとに採用状況が異なる。
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